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新型コロナウイルス感染症対策に関する緊急事態宣言等、出勤者数の削減 

（テレワーク等の徹底）、催物の開催制限、施設の使用制限等に係る留意事項等について 

 

 

令和３年８月２５日に開催された第７５回新型コロナウイルス感染症対策本部において、

緊急事態措置区域を実施すべき区域について、８月２７日から、北海道、宮城県、岐阜県、

愛知県、三重県、滋賀県、岡山県及び広島県を追加し、まん延防止等重点措置を実施すべき

区域について、高知県、佐賀県、長崎県及び宮崎県を追加し、いずれも９月１２日までとす

ることが決定されました。あわせて、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」が

変更されました。 

これを受けて、内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室より、別添１～３のとお

り、新型コロナウイルス感染症対策に関する緊急事態宣言等、出勤者数の削減（テレワーク

等の徹底）、催物の開催制限、施設の使用制限等に係る留意事項等について依頼がありまし

た。 

つきましては、貴団体等におかれましては、これまでも新型コロナウイルス感染症の感染

拡大の防止にご協力頂いているところですが、別添を含む本内容について、傘下事業者等に

周知頂き、引き続き感染防止に万全を期すとともに、事業継続が可能な体制の整備等に適切

に対応いただきますようお願い申し上げます。 

 

（別添１）内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室事務連絡 

「新型コロナウイルス感染症対策に関する緊急事態宣言等について」 

（別添１別紙１）新型コロナウイルス感染症対策本部長 

「新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の区域変更」 

（別添１別紙２）新型コロナウイルス感染症対策本部長 

「新型コロナウイルス感染症まん延防止等重点措置に関する公示の全部を変更する

公示」 

（別添１別紙３）新型コロナウイルス感染症対策本部決定 

「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」 

（別添１別紙４）新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針変更 新旧対照表 



（別添２）内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室長事務連絡 

「出勤者数の削減（テレワーク等の徹底）について」 

（別添３）内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室長事務連絡 

「基本的対処方針に基づく催物の開催制限、施設の使用制限等に係る留意事項等に

ついて」 
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